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防災機能の評価レベル

※災害リスクは、地震・津波、豪雨・豪雪、火山を設定
※災害時に通行不能になると推定される箇所の設定
・物資を輸送する大型車の円滑な通行が困難な箇所
・昭和55年に改定された橋梁設計基準を満たさない橋梁及び落石・土砂災害・雪崩等のおそれのある箇所
・落石、土砂災害、雪崩等のおそれのある箇所
・「活火山対策特別措置法第3条」に定められる火山災害警戒地域のうち、火山災害により著しい影響が及
ぶおそれのある区間

評価
ランク

脆弱度 備 考

A 0 災害時も平時と同じ期待所要時間

B 0より大～1/3未満 災害時は平時の1.5倍未満の期待所要時間

C 1/3以上～1未満 災害時は平時の1.5倍以上の期待所要時間

D 1 災害時には到達不可能

Ｃ

（黒松内～倶知安）

Ｄ

（七飯藤城～七飯）

Ｄ

（倶知安～共和）

（美深敷島～音威子府）
（中川～幌延）
（豊富北～稚内）

（倶知安町
(宇比羅夫)～倶知安）

Ｃ（端野町川向～端野町協和）
（端野町協和～高野(交差点)）
（女満別空港～網走）

Ｄ（遠軽～紋別）

Ｄ
（静内～浦河）

Ｄ

（木古内～江差）

Ｃ （天間林(2)～天間舘）
（滝沢～青森東）

Ｃ

（二ツ井白神～小繋）
(二ツ井バイパス)）

Ｄ
（別保～温根沼）

Ｂ

（金山～金山北）
(及位～上院内）

Ｃ（浪岡JCT～浪岡）
(柏～浮田）

（富浦～館山）

（東名JCT～平和島JCT）

Ｄ

（玉川～横浜泉JCT）
（横浜泉JCT～海老名南JCT）

Ｄ（長坂JCT～八千穂）

（田鶴浜～七尾(七尾工区)）

（田鶴浜～七尾(田鶴浜工区)）Ｃ

Ｃ（波田～中ノ湯）
(平湯～壬生川）

Ｄ

（函南～修善寺JCT）
（天城湯ヶ島～河津）

（新宮～熊野）

（串本～太地）
Ｃ Ｃ（巨椋JCT～城陽JCT）

（奈良北～奈良）

Ｄ
（豊岡南～豊岡）
（豊岡～豊岡北）

Ｄ

（米子北～境港）
Ｃ（はわい～大栄東伯）Ｃ（福光～浅利）

（浅利～江津）
Ｃ

（須子～萩）

（俵山～豊田）
（豊田～美祢JCT(小月)）

Ｃ
（佐賀～四万十）

（宿毛～内海）
Ｃ

（矢部～蔵田）

Ｄ

（夏井～志布志）
（油津～夏井）
（日南～油津）

帯広・広尾自動車道（一般国道236号）
大樹広尾道路（忠類大樹～豊似） 15.1km

北海道横断自動車道（一般国道5号）
倶知安余市道路 11.5km

能越自動車道（一般国道470号）
田鶴浜七尾道路 3.4km

北近畿豊岡自動車道（一般国道483号）
豊岡道路 2.0km

東九州自動車道（一般国道220号）
日南・志布志道路 6.9km

山陰自動車道（一般国道491号）
俵山・豊田道路 13.9km

山陰自動車道（一般国道9号）
福光・浅利道路 6.5km

（平成28年2月13日時点）

Ｃ

（大樹～豊似）
（豊似～広尾）

Ｃ

Ｃ

Ｂ

（程野～南信濃）
（水窪北～佐久間）
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ストック効果を高める道路整備の事例
（一般国道４号 大衡道路）
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登米・石巻地方
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岩手県・
栗原・大崎
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33社

黒川・仙台地方
14社
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仙台塩釜港
（国際拠点港湾）

自動車関連企業
▼投資額：約５００億円（新工場増設）
▼企業数：９７社から１２７社へ増加

（自動車関連企業のｻﾌﾟﾗｲﾔｰ企業数）
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○ 東日本大震災後、東北全体の復興のため自動車関連企業では、部品製造などの地元企業拡大に貢献

○ 宮城県の３市町村（大和町・大衡村・大崎市）では自動車関連の製造品出荷額が増加

（企業数）

部品供給ルート

完成車・部品搬入
ルート

仙台北部工業団地群
へ供給する企業数

仙台北部工業団地群

＜道路種別＞

高速道路

国道

一般県道以上

市町村道

＜主要施設＞
ＪＲ

凡 例

■地元企業の拡大

図１ 自動車関連企業のサプライヤー企業数の推移

■自動車関連の製造品出荷額が増加

■完成自動車の生産台数が増加

３０社の地元企業が増加
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（単位：百万円）
３年間で約６割増加

142,700
179,600

222,000

図２ 製造品出荷額（輸送用機械）の推移
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（宮城県）

（単位：千台）

約1.8倍の生産台数

図３ 完成自動車の生産台数の推移
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